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■省エネ、環境機器システム

リコーが進める再植林プロジェクトの「方法論」を国連が承認
2003年から進めてきたエクアドルのCDM(クリーン開発メカニズム)再植林プロジェクトの温室効果ガス削減の定量化

やモニタリング方法などを定める「方法論」がCDM理事会にて承認された。このプロジェクトは、世界的なNGOであるCI(コ
ンサベーションインターナショナル)との協力により進められている。森林を切り開き、牧草地のまま放置された５００万ｍ２
の地域に生態系や原始林を再生する。原生する樹木の種子の採取、苗木育成、地元住民による維持・管理を計画。２００
８年から排出権取得をめざす。３年間で合計１４万８千トンの温室効果ｶﾞｽ削減を見込む。 「ニュースリリース、日経新聞」
（コメント：CSRの一環としてCO2削減を行なうことは意義が大きい。）

東北空調管理が１００℃未満の温水熱利用の発電システムを開発
気圧が下がると水が蒸発する沸点も下がる原理を応用し、完全密閉した真空減圧環境中で水を蒸発させて蒸気ター

ビンを動かす。実験では４０℃程度の温水で発電ができた。実用化されればCO2の大幅な削減になる。
（コメント：低温度熱エネルギー利用の一方法。投入エネルギーに対する発電効率は？） 「日経産業新聞」

三洋電機は複数台のショーケースと複数台の冷凍機を統合制御し４６％の省エネ。
ＤＣインバータコンプレッサの採用等によりショーケースの年間消費電力を現状と比べ３８％削減し、「店舗統合管理シ

ステム」と組み合わせ、店舗内の空調機や照明などの機器を一元管理することで、最大４６％の省エネが見込める。

冷媒はＲ４０４Ａに切り替えが進められているが、熱搬送能力の高いＲ４１０Ａを使用し、冷媒の使用量を２１％削減、配管
材料の銅の使用量を約１２％削減し、省資源化も実施。 「ニュースリリース」
（コメント：ＣＳＲの観点から省資源や環境負荷の低減を考慮した設計も今後は重要になる。）

JFE商事が寿命２倍、節電率３５％の省エネ蛍光灯を拡販。
エネルギー消費効率は１Wあたり９０ルーメンと省エネ法の目標基準の１９ルーメンを上回っていて、回収が難しいスズ

を使用していないためリサイクル率が高い。また、高調波の発生が少なく、信頼性が高い。グリーン購入法の対象製品に
指定されている。 「日経産業新聞」
（コメント：寿命が２倍になることは環境負荷を大幅に減らせる。価格がポイント。）

大和ハウスが１０００ｋW、９基の風車を建設し、売電事業に本格参入。
これまで、グループのリゾートホテル向けに風力発電装置を導入、その余剰電力を地元電力会社に売電したことは

あったが、売電目的の風力発電所を建設した。一般家庭約６５００世帯分の年間電力量に相当する２万９０００メガワット
時を発電する計画。年間ＣＯ２を１万トン削減できる。全国１０ヶ所以上で風況調査を進めていて、事業を拡大予定。
（コメント：リゾート地と風力発電は相性が良いが、売電事業に色々な企業が参入する時代。） 「ニュースリリース」

日本ＨＰがデータセンタの電力、空調コスト削減、安定運転支援サービスを開始。
２４時間３６５日完全自動化された次世代データセンタの構築実現に向けた戦略に基づく施策の一環。既存データセ

ンタの「サーマル・アセスメント・サービス」と新規データセンタ向けの「サーマル・プランニング・サービス」より構成。現地
調査、データ分析とシミュレーションに基づき、適切なラックと空調設備の配置による冷却効率改善の提案を行ない、電
力コストの削減とオーバーヒートによるシステムダウンのリス低減を図る。データセンタの電力コストの６３％を空調が占
め、適切なラック配置と空調配置による冷却効率改善で電力コストを３０％程度削減が可能。 「ニュースリリース」
（コメント：機器の提供と合わせて設置環境の改善による安定運転支援サービスは重要な視点。）

■省エネ、環境政策動向

東京都のＣＯ２排出量を２０００年比２５％削減に向けて各区がアイデアを競う。
練馬区は３０年後の緑被率（敷地に対する緑地の割合）を２１％から３０％に向けて屋上緑化、校庭の芝生化、家庭

周辺の生垣化などを計画。墨田区は雨水を雑用水に活用、千代田区は２０００m2以上の新築ビルでは新エネルギーを
取り入れＣＯ２を２０％削減（０７／１０条例化予定） 「日経産業新聞」
（コメント：ＣＯ２削減のためには、できることは何でも行なうことが大切。）
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■展示会、講演会

３． 第７回厨房設備機器展 http://www. jma.or.jp
HOTERS JAPAN2007等も同時開催

・開催日 ： ２００７年３月１３日(火)~３月１６日(金)
・場所 ： 東京ビッグサイト
・主催 ： HCJ三展合同事務局、日本能率協会
・入場料 ： ¥1,000 招待状持参者無料
・問合せ先 ： HCJ三展合同事務局、日本能率協会 Tel :03-3434-1377

２．ライティング・フェア２００７ http://www.lightngfair.jp
JAPAN SHOP 2007、建築・建材展2007、RETAILTECH JAPAN2007、
SECURITHY SHOE2007等も同時開催

・開催日 ： ２００７年３月６日(火)～３月９日(金)
・場所 ： 東京ビッグサイト
・主催 ： 日本経済新聞社
・入場料 ： ¥1,500 WEBで無料招待状登録可能
・問合せ先 ： 日経新聞社 Tel :03-5255-2847

資源エネ庁は今春から補助金交付天然ガスコージェネの実態調査に乗り出す。
大都市圏を中心に１０件程度を選定し、電気と熱の利用実態について書面での報告と説明を求める方針。熱利用を

適切に行なっていない場合などは、抜き打ちでの実測調査なども実施する。コージェネ設備の定格値、計画値、実測値
との乖離を調べる。調査結果を公表し、来年度以降の補助制度の審査に反映予定。 「電気新聞」

（コメント：補助金テーマは全件、３年間は稼動実績の報告を義務化しては？）

経産省が省エネ法の規制対象に戸建て住宅も含める方針。
一般家庭のＣＯ２排出量は悪化が続き、２００３年は約３５％上昇した。一般家庭で消費されるエネルギーは６４％

が熱関連。住宅に関しては、断熱性や気密性に影響する外壁などの部材の省エネ基準がある。このため、新築住宅に
設置する冷暖房や給湯器などにエネルギー消費量を指標とした新基準を導入する考え。今後、国交省などと連携して
協議していく。また、補助金や優遇税制などの補完制度に関しても検討予定。 「産経新聞」
（コメント：ハード面でどこまで省エネ効果があがるか？ライフスタイルがポイント）

１． 店舗開発ショウ２００７ http://www.hci.co.jp/sds2007.htm
スーパ－マーケットトレードショーも併設

・開催日 ： ２００７年２月２８日(水)～３月２日(金)
・場所 ： 東京ビッグサイト
・主催 ： HCI／日本ホームセンター研究所
・入場料 ： ３０００円 招待券持参無料
・問合せ先 ： ＨＣＩ ／ (株)日本ホームセンター研究所

電話 ０３－３４４５－７３５５ ＦＡＸ ０３－３４４５－７３４９ メール mail@hci.co.jp

環境省が「２０５０年日本低炭素社会シナリオ」研究成果を発表。
ＣＯ２排出量を７０％削減の可能性が存在。

２００４年から国立環境研究所と京都大学が中核となり、６０人が参加して研究。削減の前提は、・一定の経済成長
を維持。・革新的な技術の想定。・原子力との整合。エネルギー需要の４０～４５％削減。（人口減、合理的なエネル
ギー使用、効率改善） ２０００年比部門別削減量は、①産業：２０～４０％、②運輸：８０％、③運輸貨物：６０～７０％、
④業務：４０％、⑤家庭：４０％。そのための技術費用は年間６．７～９．８兆円。これは２０５０年のＧＤＰの約１％相当。
（コメント：ＣＯ２削減は日本だけは済まない。国際的な支援も重要。）

後記 皆さんのご家庭はいかがですか？ダイキン調査「夫婦で一緒にいるときの体感温度」
調査総括：結婚年数の経過と共に夫への愛情は冷めたい感温度も低下

結婚暦２０年以上の団塊世代「熟年夫婦」と結婚暦３年未満の団塊ジュニア「新米夫婦」４００人に調査を実施
したところ 「新米夫婦」の９割が、体感温度が「上がることが多い」と解答したのに対して、「熟年夫婦」は３割が
「下がることが多い」と回答。夫は７割が上がると答えたのに対して、妻は４割も「下がることが多い」と回答。
体感温度が上がる理由は「安らげる」（６３％）、下がる理由は「自分の自由な時間が減る」（５４％）でした。


